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イ 人口及び一般世帯数の推移等 

(ｲ) 人口 

本県の人口は平成 16 年をピークに減少しており，ピーク時から約 1０万人

の人口が減少すると予測されている。 

広域仙台都市圏における人口はほぼ横ばいで推移している。直近では，総人

口の約 6 割が集中しており，その他の広域圏における人口との差が拡大してい

る。 

 

    資料：総務省「国勢調査結果（各年 10 月 1 日現在）」，県統計課「推計人口統計年報

（各年 10 月 1 日現在）」，国立社会保障・人口問題研究所「日本の都道府県別将

来推計人口（平成 24 年 1 月推計）」 

 

(ﾛ) 世帯数の動向 

  本県の一般世帯数は増加傾向にあったが，今後は人口の減少に伴い，減少す

ると予測される。 

 

    ※ 総務省「国勢調査結果（各年 10 月 1 日現在）」，国立社会保障・人口問題研究所

「日本の世帯数将来推計（都道府県別推計）」 
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ロ 主な利用区分別の規模（面積）の目標値設定の概要（主項目のみ） 

 

 (ｲ) 農地  

年 平成１９年 

（当初基準年） 

平成２５年 

（今回基準年） 

平成３２年 

（目標年） 

面積 1,372k ㎡ 1,2９６k ㎡ 1,300k ㎡ 
（当初改定時：1,300k ㎡） 

 

震災前まではほぼ計画どおり推移したが，震災・津波被害により作付可能面積

が一時的に減少し（△100 k ㎡），復旧が進んでいる。 

 

○ 以下を考慮して設定。 

・被災農地は、復旧事業によりさらに震災前程度まで回復※。 

・農地集積等により耕作放棄地の抑制が図られるも，宅地等への転換により

農地は減少する見込み。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※「農地」は農作物統計における田畑の耕地面積（耕作の目的に供する面積）であり，抽出された「標

本単位区」に対する実測調査である。市町村の計画に基づいた営農再開可能面積，農地復旧事業の進

捗とはデータの取り方の相違やタイムラグ等により一致しない。 
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(ﾛ) 森林 

年 平成１９年 

（当初基準年） 

平成２４年 

（今回基準年） 

平成３２年 

（目標年） 

面積 4,161k ㎡ 4,164k ㎡ 4,146k ㎡ 

（当初改定時：4,151 k㎡） 

 

計測精度等の誤差による増加分※を除き，ほぼ計画どおり推移してきている。 

 

○ 以下を考慮して設定。 

・防災集団移転促進事業などの復興事業による林地開発及び山砂採取やエネル

ギー関連施設建設による減少。 

 

 

今回基準年からみると国有林は林道の敷設等により， 民有林は宅地等への転換，

林道の敷設等により，森林全体で 1８k ㎡の減少Iとなる。 

 

 

 

 

 

 

※森林の増加傾向は計測精度の向上によるものであり，当該誤差分を除き，実質的には減少している。 

 

 

 

 

                                                   
I 端数処理の関係上，平成 19 年と平成 32 年の差し引きと一致しない。 
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(ﾊ) 水面・河川・水路 

年 平成１９年 

（当初基準年） 

平成２４年 

（今回基準年） 

平成３２年 

（目標年） 

面積 327k ㎡ 325k ㎡ 333k ㎡ 

（当初改定時：331 k ㎡） 

 

計画をやや下回ってはいるものの，概ね計画どおりに推移してきている。 

津波震災による農地面積の減少に伴い，一時的に減少した水路面積について

は，農地の復旧に伴い震災前程度まで回復してきている。 

 

○ 以下を考慮して設定。 

 ・ダム造成事業及び河川整備事業等の具体的な事業計画。 

 

 

今回基準年からみると 

水面は，ダム等の造成により６k ㎡増加 

河川は，河川整備事業により３ k ㎡増加   全体で８㎢の増加  

水路は，水田面積の減少に伴い 1 k ㎡減少。 
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(ﾆ) 道路 

年 平成１９年 

（当初基準年） 

平成２４年 

（今回基準年） 

平成３２年 

（目標年） 

面積 313k ㎡ 320k ㎡ 33４k ㎡ 

（当初改定時：327 k ㎡） 

 

   ほぼ計画どおり推移してきている。 

 

○ 以下を考慮して設定。 

 ・三陸自動車道の拡幅・延長等，復興道路などの道路敷設事業。 

・農地整備等の具体的な事業計画。 

 

 

今回基準年からみると 

   一般道路は復興道路ほかにより１２k ㎡の増加。 

   農道は農地整備に伴い 1 k ㎡の増加。     道路全体で 14㎢増加 

   林道は事業計画の実施等により 1 k ㎡の増加。 
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○ 以下を考慮して設定 

 住宅地：災害危険区域等，非可住地域の発生，集団移転等の面整備 

 工業用地：工業団地の造成計画 

 その他の宅地：非可住地域における商業用地等の需要 

(ﾎ) 宅地 

年 平成１９年 

（当初基準年） 

平成２４年 

（今回基準年） 

平成３２年 

（目標年） 

面積 448k ㎡ 443k ㎡ 47２k ㎡ 

（当初改定時：483 k ㎡） 

 

震災前までは，宅地全体として計画をやや上回って推移してきていたが 

震災で非可住地域が生じたこと（住宅地の減少）により計画を下回っている。 

 

 

 

 

 

 

今回基準年からみると，住宅地は１５k ㎡の増加，工業用地は５k ㎡の増加，

その他宅地は１０k ㎡増加し，宅地全体では，２９k ㎡の増加となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

端数処理の関係上，住宅地，工業用地及びその他宅地の合計面積と一致しない。  
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(ﾎ)‐ⅰ 住宅地 

年 平成１９年 

（当初基準年） 

平成２４年 

（今回基準年） 

平成３２年 

（目標年） 

面積 277k ㎡ 2６７k ㎡ 28２k ㎡ 

（当初改定時：288 k ㎡） 

 

  震災前までは計画をやや上回って推移してきていた。 

  震災で非可住地域が発生したことにより一時的に宅地面積が減少したが，

面整備事業等が進んでいる。 

 

○ 以下を考慮して設定。 

 ・防災集団移転事業等の復興事業による宅地整備 

・世帯数の動きを反映し，需要に応じた適正規模の宅地の供給。 

 

 

    今回基準年から見ると，住宅地は１5k ㎡の増加となる。 
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(ﾎ)‐ⅱ 工業用地 

年 平成１９年 

（当初基準年） 

平成２４年 

（今回基準年） 

平成３２年 

（目標年） 

面積 27k ㎡ ２6k ㎡ 3１k ㎡ 

（当初改定時：36 k ㎡） 

 

計画をやや下回って推移してきている。 

 

 ○ 以下を考慮して設定。 

  ・自動車関連企業の進出等による工業団地造成計画。 

 

  

  今回基準年からみると，工業用地は，５k ㎡の増加となる。 
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(ﾎ)‐ⅲ その他の宅地 

年 平成１９年 

（当初基準年） 

平成２４年 

（今回基準年） 

平成３２年 

（目標年） 

面積 144k ㎡ 149k ㎡ 159k ㎡ 

（当初改定時：159 k ㎡） 

 

ほぼ計画どおり推移してきている。 

 

 ○ 以下を考慮して設定。 

  ・非可住地域において商業用地・事業用地等の需要増はあるものの， 

   未利用地はなお多く，当該利用目的の定まった地域の割合は大きく 

   ないことから，従前のトレンドのとおりに見込むものとする。 

 

  

  今回基準年からみると，その他の宅地は 1０k ㎡の増加となる。 
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（参考） その他 

年 平成１９年 

（当初基準年） 

平成２４年 

（今回基準年） 

平成３２年 

（目標年） 

面積 625k ㎡ 7１８k ㎡ 66５k ㎡ 

（当初改定時：656 k ㎡） 

 

    

「その他」の面積は，県土面積の合計から「農用地」「森林」「原野」「水面・

河川・水路」「道路」及び「宅地」の面積を差し引いて算出したもの。 

    

具体的には，転換途上用地（災害危険区域内の未利用地，整備中の工業用地，

未着工の道路，港湾等の用地ストック），定義上の把握漏れ（10ha 未満の天然

湖沼，認定外道路等），その他（耕作放棄地，社寺境内）及び各利用区分につい

ての統計資料の誤差である。 

 


